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居宅介護支援等関係の要望事項
１．居宅介護支援事業所の基本単位の引き上げによる

経営状況の改善

２．業務に応じた適切な評価や効率化を目指した介護
支援専門員の処遇の改善

３．居宅介護支援における担当件数上限の引き上げ

４．居宅介護支援費の逓減制の緩和

５．医療介護情報連携等を目的とした利用者との同伴
受診（通院同行）の評価

６．服薬管理や口腔ケアなどに係る多職種による連携
の更なる推進

７．介護予防支援における介護報酬単価の改善、委託
に関連する業務負担の軽減 2



１．居宅介護支援事業所の基本単位
の引き上げによる経営状況の改善

介護支援専門員に求められる役割の拡大とともに業務も拡大しています。
介護事業経営概況調査では収支率マイナスであり、質の高いケアマネジャーの安定的な確
保のためにも、事業所の経営基盤を強化しその役割と業務に応じた基本単位の引き上げ
が必要です。
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質の高いケアマネジャーの安定的な確保、将来的な人員不足に対応し、介護支援専門
員を魅力ある職業とするための処遇の改善を求めます。

出典：居宅介護支援及び介護予防支援における平成30年度介護報酬改定の影響に関する調査研究事業報告書（令和２年３月）

実際の事業所の過半数が抱えている問題です。

※総合的な処遇の改善が必要
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２．業務に応じた適切な評価や効率化を目指した
介護支援専門員の処遇の改善



居宅介護支援の人員に関する基準で35人に１人となっていますが、制度導入時と比べ
研修体系及びカリキュラムの見直し等により介護支援専門員のスキルも向上していま
す。さらに35人で１人では事業所運営上、人件費の比重が高くなり増員や設備投資も
困難な状況であり、業務の効率化と合わせて担当件数の上限の引き上げを求めます。
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３．居宅介護支援における担当件数上限の引き上げ

令和元年度介護事業経営概況調査の令和元年度の居宅介護支援の状況

実利用者数実利用者数 91.6人

常勤換算職員数(常勤率) 2.8人 92.6％

介護支援専門員常勤換算数(常勤率) 2.5人 93.4％

常勤換算1人当たり給与費

常勤 介護支援専門員 355.553円

非常勤 介護支援専門員 294,705円

実利用者１人当たりの収入
12,446円

実利用者１人当たりの支出
12,461円

自ら改善に取り組んだ高い能力を有する介護支援専門員（例えば主任介護支援専門
員）や、質を担保しつつ業務効率を高めた事業所等を評価し収益を伸ばせる仕組み
として、担当件数の上限を見直し明確に基準に位置づける事は、介護支援専門員の
モチベーションを高め質の向上に資するものと考える。



現在は、40件を超えた場合に逓減制が適用されていますが、制度導入時と比べ介護支
援専門員の技能向上やケアマネジメントの体系化、ＩＣＴ技術等が進歩し、環境は変
化している事から上限を見直し、幅を持たせる必要があります。

１事業所あたりの利用者数は増加しており今後の人材不足を補うためにも業務の効率化を図っ
た上で担当件数を見直し、上限幅を持たせる必要あり

第182回 社会保障審議会 介護給付費分科会資料(令和２年８月１９日）より
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４．居宅介護支援費の逓減制の緩和



かかりつけ医やかかりつけ歯科医との情報連携を行うためには、通院受診時に同行す
ることが双方に効率的であり、医療機関・利用者等の求めに応じて同伴受診を行う場
合が少なくありません。利用者側の心身状況によってやむを得ず行う場合もあり、評
価が必要と考えます。

第182回 社会保障審議会 介護給付費分科会資料(令和２年８月１９日）より 7

５．医療介護情報連携等を目的とした
利用者との同伴受診（通院同行）の評価



多くの職種や社会資源と連携を行う介護支援専門員は、様々な場面で情報共有や協働
しての支援を展開しています。
多職種連携はケアマネジメントの要であり、これは居宅介護支援に限ったものではな
いと考えています。特に新しい生活様式のもと多様な連携方法が模索されており、今
後に向け効果的かつ利用者にとって有益なものとして実践しやすいように基準の見直
しを行うと共に、利用者支援において重要な連携については報酬による評価を求めま
す。
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６．服薬管理や口腔ケアなどに係る
多職種による連携の更なる推進

推進すべき事項
・口腔ケアの充実に向けた関係職種との連携と評価
・介護支援専門員を中心とした多職種による栄養状態の改善支援の推進
・服薬管理における薬剤師との連携（残薬状況の共有や安定した服薬への支援等）
・サービス事業所との情報共有の仕組みの強化
・多職種によるアウトカム評価を基にしたモニタリング精度の推進
・居宅サービス計画書と個別サービス計画書との整合性の促進



７．介護予防支援における介護報酬単価の改善、
委託に関連する業務負担の軽減

介護予防支援の業務内容に対して報酬単価の改善が必要と考えます。
また、介護予防支援を委託する場合の業務負担の軽減策を検討する必要があります。

日本介護支援専門員協会調査結果でも上記の結果が出ています。

日本介護支援専門員協会 居宅介護支援事業所 介護予防支援調査アンケート集計結果（平成31年1月22日）
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